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大気汚染問題とクリーンエネルギー転換

論 説

大気汚染問題とクリーンエネルギー転換
―北京市の事例を中心に一

はじめに

中国の大気汚染問題は古くて新しい問題である.こ れまでさまざまな対策を講じてきたが,い

まだに解決への道筋が見えているとは言い難い.2013年 1月北京をはじめ,中国全国にわたり濃

霧に覆われ,数百メートル先が見えないほど椀程が悪化し,大気汚染問題は日に見える身に感じ

るほど表面化され,その汚染の深亥Jな状態が世界中に大々的に取り上げられた.

大気汚染問題の主因は石炭を中心とした中国独特のエネルギー構造にあるといわれる.エネル

ギーに占める石炭の割合は年 減々ってきたが,いまだに7割ちかくという高い割合を占めている。

「BP世界エネルギー統計年鑑2013」 によると,2012年の中国の石炭消費量は,は じめて世界総消

費の50%を超えた.そのうえ,中国の石炭の硫責含有量が高いことから,同量の石炭を消費して

も排出される汚染物の量が多い これまで,中国の石炭に依存した産業構造から脱却しなければ,

大気汚染問題は解決されないと多くの研究者の間の共通認識とされてきた

2000年以降,中国では,「両控区」(酸性雨抑制区域とS02抑制区域)や排汚費政策など大気汚染

対策が強化された。にもかかわらず,第 10次 5カ年計画 (2000-2005年 )の 日標年である2005年

におけるS02の排出量は,削減目標値を416%も大きく超過しS02排出量の削減効果はあまりみ

られなかったいヽ その主な要因としては,①2001年 WTO加盟を契機として,経済過熱による工業

化の再カロ速による石炭などエネルギー消費量の急増,②環境政策の実効性問題,③排煙脱硫装置

の設置・運行コストが高いなどがあげられる

ところが,その後,排煙脱硫装置の国産化および企業参入による競争の結果,排煙脱硫装置の

導入コストは大幅に低下した
② 2000年時点における排煙脱硫装置の導入コストはキロワットあ

たり800～ 1,300元であったが,2005年 には同150～250元にまで低下した (堀井,2010).こ れによ

い第10次 5カ年計画において,大気汚染環境改善目標として2005年にS02,粒子状物質のり[出量を2000年比で10%

削減するとされた また規制の重点対象地域として指定された「両控区」においては20%の高い肖」減目標が設定
されたが,結果としてこれも肖」減目標値を398%超過した
②その背景には,2003年に中国環境保護総局による火力発電所のS02排出基準の改正 (GB13223 2003)が 行われ,

S02総量規制の数値目標が明確に設定されたことがある
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り中国では2004年 ころから排煙脱硫装置の普及が急速に進むようになった。特に,中国のS02排

出量の半数を占める火力発電所の排煙脱硫装置の整備が急ピッチで進展した 2005年 ,全国の火

力発電所の脱硫設備の設置比率 (火力発電設備総容量に占める脱硫設備容量の比率)はわずか14%

であったが,2010年 には同86%に増加した その結果,2010年 における火力発電所のS02排出量
は926万 トンであり,2005年の1,300万 トンに比べ約29%の削減となった. これは第11次 5カ年規

画 (2006-2010年 )の 目標°を 1年前倒しで達成できたことになる 全国のS02排出量について

も,2010年 は2005年に比べて1429%減少し, 日標を上回る達成となった

このように,第 11次 5カ年規画期において,コストダウンとともに排煙脱硫装置の導入が急増

した結果,S02排出量は低下に転じ,長年石炭利用のボトルネックとしてあげられていたS02を

主因とする煤煙型汚染問題は解決への道筋が見えてきたように思われる. しかし,S02の総排出

量の削減は新たな火力発電所の拡張建設を可能にさせた.2010年末火力発電所の設備総容量は2005

年より倍増した。これにともなって増加したのは石炭燃焼によるNOxやその他の汚染物の排出量

である.中国の大気汚染問題を抜本的に解決するには,末端処理だけではなく,石炭消費量の削

減が必要だという (予拭,2008)

2013年 1月 の深刻な大気汚染をうけ,中国政府は石炭消費総量の抑制とクリーンエネルギーの

利用加速を発表し,国内のエネルギー総消費量のうち石炭が占める割合を2017年までに65%以下

という計画を打ち出した 北京市は,中国の首都としてこれまで2回の五輪招致の経験もあって,
大気汚染対策を特に重視してきた。全国のどこよりも早くから石炭燃料の天然ガスなどのクリー

ンエネルギーヘの転換事業を実施してきた。北京市のこれまでの経験は中国その他都市の大気汚

染問題の改善に示唆を与えることができると期待される

本稿では,北京市の大気汚染の現状を分析した上で, これまでの大気汚染の対策,特に石炭燃

料のクリーンエネルギー転換を中心に取り上げ,その政策の到達点と課題を明らかにしたい。ま

た,今後北京市の大気汚染をさらなる改善するためには, これまで軽視してきた農村郊外住宅冬

季暖房期の石炭利用による汚染問題の改善が重要であることを示す 本稿の構成は以下の通りで

ある. まず第 1章において,北京市の大気汚染問題の歴史的変遷を概観した上,データから大気

汚染問題の現状および特徴について考察する 続 く第 2章においては, これまでの大気汚染対策
の現状,特に石炭燃料のクリーンエネルギー転換を中心に取り上げ,その成果と問題点を明らか

にする。 そして第 3章では北京市郊外農村地区における冬季暖房の石炭利用量及び大気汚染への

影響について分析を行う 最後のおわりにでは本稿のまとめと今後の課題をまとめる.

0第 11次 5カ年規画から,それまでの「計画 (Plan)」 の名称を「規画 (Cuidelule)」 の名称に変更された 2010
年のS02と化学的酸素要求量 (COD)の排出量は2005年に比べそれぞれ10%削減という達成義務のある拘束性指
標を導入した 拘束性指標の概念はこの時に初めて導入された 第12次 5カ年規画 (2011-2015年 )においては
さらに2つの主要汚染物質 (ア ンモエア性窒素 (NH3 N)と NOx)を拘束性指標として追加された。
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l 北京市の大気汚染問題の現状 と特徴

1-1 北京市大気汚染問題の歴史的変遷

北京市は2000年のオリンピック招致活動において,シ ドニーに惜敗した理由の一つが大気汚

染問題であった
゛ 北京市の大気汚染問題はいまに始まったものではない 遡って1950年代初め

に北京市の市街地区において,すでに石炭の燃焼による大気汚染が確認された 1950年 の国慶節

において,当時の毛沢東主席が天安門の上方に指を指し,近い将来にここから見えるのは一面煙

の出る煙突であるといった
゛.中国はソビエトと同様に重工業優先の発展戦略を選んだ そのう

え,石炭を中心とするエネルギー構造の特徴が,同 じ発展段階のほかの国々よりも環境への圧力

が大きいと言える

急速な工業化および都市開発の進展にともなって,石炭の消費量は急増し,1980年代,北京市

の大気汚染は石炭燃焼に起因する二酸化硫黄 (S02)と 総浮遊粒子状物質 (TSP,TotaI Suspcndcd

Particulate Matterの略,粒径100 μ m以下)寺に代表される典型的な煤煙型汚染であった。1970年

代,北京市のスモッグ発生日数は年平均150日 であった。それが1981年になると190日 に増加した。

1981年北京市のS02の濃度とTSPの濃度は,それぞれ0.11lmg/ポ (年平均値,以下同),0870

mg/ポであった 1985年 には少し低減したものの依然としてそれぞれ0 105mg/ピ,0 765mg/ポ と

いう高い水準を示し, 2級基準° (S02:0 060mg/ば,TSP:0 200mg/ピ )を大幅に上回り,煤

煙型汚染の深亥」さを物語っている.

1990年代以降,急速な経済成長によるエネルギー消費量の増加,都市化による人口の増加及び

自動車の増加等により,北京市都市部における大気汚染はよリー層深刻化していった 石炭燃焼

起因のS02や TSPに代表される伝統的な煤煙型汚染に加え, 自動車排気ガス起因の窒素酸化物

(NOx)に代表される移動型汚染が広がっていた。1990年代から北京市の自動車保有量は年平均

10～ 15%の高い比率で増加し続けてきた.1990年は50万台,2000年には157万台を超え,わずか10

年で 3倍以上の増加である 建国初期の2,300台 から1997年 2月 の100万台に達するまで48年もか

かったが, それから1997年 2月 の100万台から2003年 8月 の200万台まで到達するのにたった6年

0北京市は2000年のオリンピック開催を目指していたが,1998年の開催地選考時にシドユーに惜敗した主な理由
は大気汚染と1989年の天安門事件の影響と言われている このことからもわかるように北京はそれまであまり大
気汚染を重視していなかった その後次の2008年オリンピック招致に向けて大気汚染を中心とする環境対策の強
化を目指した
い張鶴 (2007)
⑥中国における環境大気の質は,機能別に3つの区分に分類され,それぞれに対して環境基準を制定している
第 1区分は自然保護区,風景名勝区および特殊保護区を指す 1級基準が適用される 第 2区分は住宅区域,商
業・交通・住宅混合区域,文化地区,一般工業区域および農村区域を指す 2級基準が適用される そして第 3
区分は特定工業区域を指す 3級基準が適用される
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半の時間しか必要としなかった このように,自動車保有量の急増に伴って,空気中のNOxの濃

度は急上昇した.1980年初期頃の0.06mg/ぶから上昇し始め,1997年は0.133mg/置になり,1980

年代初期頃に比べると22倍以上に上昇し,1998年 はピーク (0 151 mg/ボ)に記録した。一方,

TSP濃度については,1997年は0 377mg/ボであり,1985年に比べ大幅な減少が見られた.S02濃

度にかんしては,1997年の0 124mg/ピ (東京都1969年のS02濃度は0 123mg/ゴ)を ピークに達

し,その後減少に転じた。この時期の大気汚染問題の特徴は,1980年代の伝統的な煤煙型汚染か

ら,「煤煙型+移動型Jと いう混合型汚染に変わったことである。

1990年代後半になると,北京市の大気汚染が一層深刻となっていた.1998年 9月 28日午後 北

京市の空気には異常状態が発生,多 くの人々が街で歩くだけで, 日の痒みなど日に対する刺激や

喉の痛みなどを訴えた  ゙かつて1940年代米国のロサンゼルス,1970年の東京で観察された光化

学スモッグ現象が北京にも起きていたのである。北京市の大気汚染はもはや一亥」も早く手を打た

なければならない深亥」な状態に増していた 1998年 12月 に,北京市政府はついに大気汚染防止緊

急措置の実施に踏み切った。市内における粗悪炭の使用禁止令や低硫黄炭,無煙炭などの良質炭

への使用促進策,火力発電所などに汚染防止装置の強制的設置など18項目の緊急大気汚染措置を

実施した。その対策の効果もあって,その後石炭燃焼起因のS02濃度は明らかな減少傾向がみら

れた また,1999年 1月 より自動車の排気ガス規制の導入を境に,上昇し続けてきたNOx濃度も

1999年から低下を見せ始めた

2000年以降の北京市大気汚染の主要汚染物質は,PM10,PM2 5を 代表とする粒子状物質°

(Particulate Mattcr)に 変化した。この頃の北京市の大気汚染問題は,粒子状物質汚染と既存の煤

煙型汚染と移動型汚染と絡みあったより複雑な「複合型汚染」になっていた。粒子状物質の発生

源は非常に複雑である 責砂や森林火災など自然由来のものもあれ成 工場の煤煙, 自動車の排

気ガスなどの人為由来のものもある また直接粒子として排出される一次粒子とS02,N02な ど

の気体状汚染物質が大気中で化学反応によって生成される2次粒子がある。最近の研究では,北

京市の微小粒子 (PM2 5)汚染に対する大気中で生成される2次粒子の影響がますます大きく

なってきている〈彰皮登,2000).2次粒子の前駆物質であるS02,N02と いつた気体汚染物の削

減は依然として重要であることがいえよう.

0「首都蓋天的宣言一北京治理大気汚染 5年紀実J《中国不境根》211032‐26)httP//1-ennngovcn/mfO/2003/
2/226578h姉  (アクセス日 :2013年 9月 )
O PM10は ,粒径10μ m(0 01mm)以下のもの (た だし,10μ mの粒子の補集効率は51%で,こ れ以上の粒径の
粒子も含む).PM2 5は ,粒径が25μ m以下のもの (ただし25μ mの粒子の補集効率は50%で, これ以上の粒
径の粒子も含む)日本で採用されているSPM(Suspended P¨たWate Matter)は ,粒径10μ m以下のもの (た
だし粒径10μ m以上の粒子はlllll%含 まない),PM6 5-70に 相当する 粒径分布からいうとPM2 5く SPMく
PM10の順となる.
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以上でみてきたことをまとめると,北京市の大気汚染問題は古くから存在し,1980年代までは

S02や TSP等に代表される典型的な「煤煙型汚染」であった 1990年代は自動車の増加とともに

自動車排気ガス起因の移動型汚染が既存の煤煙型汚染に加えて「混合型汚染」に変化し,2000年

以降はPM10,PM2 5に代表される粒子状物質汚染が頭著となり,既存のS02に代表される煤煙

型汚染およびN02に代表される移動型汚染とは,単なる並存だけでなく,互いに絡み合い,影響

しあいより複雑な「複合型汚染」に変遷した

1-2 データから見る大気汚染問題の現状と特徴

本節ではまず,北京の大気汚染がどの程度の水準なのか, 日本の東京と比較しながら,データ

で概観しておこう。次に北京市の大気汚染問題の特徴について述べる。

図 1-1は,北京市と東京都における大気中S02の年平均濃度の推移を示したものである.

図1… l S02の年平均濃度の推移

D88

018

016

014

012

010

008

006

004

002

000
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S02についてはlmノ

“

=(224/28)ppmと して換算した
北京のデータについては『中国統計年鑑』各年版,東京のデータについては
『環境統計集J平成25年度より作成

全体的に見て北京市のS02濃度は下落傾向にある.1998年がひとつの大きな転換ポイントとし

て見て取れる.1997年までは変動しながらも平均0 1mg/ポを超える高い水準 (東京の1960年代末

の水準に相当)と なっていた.後で述べるように,北京市は1998年末に大気汚染防止緊急措置が

SSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSS年

＞
所
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出
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実施された。それを境に北京市のS02濃度は明らかな減少傾向が見て取れる 特に1999年のS02

濃度は1998年より33%以上も改善され,その後2012年 まで下落し続けている.2004年 における北

京市のS02濃度は0 055mg/ボに低下し,は じめて 2級基準の0 06mg/Jを クリアした。2012年の

S02濃度は0 028nlg/Jであり,1998年 の0 120mg/ピより約77%も大きく改善された。これは東京

の1980年代初めの水準に相当する.2012年の東京のS02濃度は0 006mg/ボ であるから,北京市は

これの約 5倍近 くである.このように,1998年の大気汚染防止緊急措置及びその後引き続き実施

された一連の大気汚染対策の結果,北京市のS02濃度は大きく改善されたものの,東京に比べる

と依然として汚染水準が高いことがいえよう.

図 1-2は北京市と東京都のN02の年平均濃度の推移を示したものである.

図 1-2 N02の 年平均濃度の推移
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N02についてはlmg/ボ =(224/28)ppmと して換算した
図 1-1に同じ

N02汚染にかんしては,北京が中国主要都市の中で最も深刻である.自動車の増加による排気

ガスが主要な原因である.北京市のNOx濃度は1980年代の前半から上昇し始め,1998年には

0 152mg/ポに上昇しピークを記録している。1999年以降は低下に転じたものの,高い水準のまま

であった。2000年以降,中国はNOx濃度に代わってN02濃度を公表するようになった。北京市の

N02濃度にかんしては,1998年 から全体 として緩やかな低下がみられる.2012年 のNOI濃度は

0 052mg/ゴ であり,2000年より約27%改善された。 しかしながら,これは1966年から2012年の全

SSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSS年

＞
所
注
出
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期間の東京の最高水準よりも高い 2012年東京のN02濃度は0023mノぷであるから,北京市は東

京の2倍以上である しかも比較可能な1998年から2012年の全期間を通じて, この2倍以上の差
がほとんど縮小していないことがわかる.北京市のN02濃度は2級基準°に達しているが,東京

に比べると依然として改善の余地が大きいといえよう.

図1-3は北京市のPM10の年平均濃度の推移と東京のSPMの年平均濃度の推移を図示したも

のであるm.

図1-3 PM10の 年平均濃度の推移
叫 だ

02

018

016

014

012

01

008

006

004

002

0

1973 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 年

驀 北京   ― 東京SPM(一般局)

(注) 東京のデータは一般局のSPMの年平均濃度
(出所)図 1-1に 同じ

北京市のPM10濃度にかんしては,全体として下落傾向にあることが見て取れる 2012年北京

市のPM10濃度値は0 109mg7ボであり,2000年の0 180mg/ピからは約33%改善された しかしな
がら,2012年時点においても北京市のPM10濃度は2級基準の0 10mg/ポ をクリアできていない

し,2012年に公表された新基準の0 07 mg/Jを約36%も超過している。また,全く同じ指標では

ないので直接比較できないものの,2012年北京市のPM10濃度は東京のSPM濃度より5倍以上も

大きい.北京市のPM10汚染は依然として深刻であることは否定できない。

以上でみてきたように,データで見る限り,北京市の主要大気汚染物質 (S02,N02,PM10)

02012年 に公表された新基準0041nノ 樹はクリアできていない
⑩日本はPM10と いう指標を用いておらず,SPM(PM6 5‐ 7相当)を利用している
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経済研究18巻 3号

の濃度は全体として低下傾向にある.1998年の北京市大気汚染緊急措置やその後の一連の大気汚

染対策が一定の成果を上げたと言えよう。しかしながら,東京に比べると北京市の主要大気汚染

物質の濃度値は依然として高く, しかもS02と N02と PM10が高濃度水準のままで同時に存在す

ることが東京都にない北京市大気汚染問題の特徴の一つである.

また,北京市の大気汚染問題のもう一つの特徴としては,空気の質に鮮明な季節性変動が存在

していることである。一般的に暖房期 (11月 半ば～翌年 3月半め の空気の質は非暖房期より悪い。

図 1-4は北京市街地区におけるS02濃度の季節別変イヒmを示したものである.

図1… 4 1ヒ京市街地区におけるS02濃度の季節別変化

mgH

030

025

020

015

010

005

000

■暖房期平均  顆♯暖房期平均

(出所)『北京市環境状況公報J1995年版～1999年版より作成

一見して明らかなとおり,暖房期のS02の濃度は非暖房期より圧倒的に高く,非暖房期の約 4

～
7倍である.1994年から1998年にわたって,非暖房期におけるS02の濃度は0.02～0 04mg/ピ

であり, 2級基準 (0 06mg/ポ )を大きく下回っていることがわかる.これに対して暖房期にお

けるS02の濃度は011～0 27mg/ポ となり,2級基準の約 2～ 5倍と非常に高い水準にある。2002

年の北京市街地区及び近郊地区のS02濃度の月別変イヒ (図 1-5)か らみてもわかるように,11

月半ばから翌年 3月 半ばまでの暖房期におけるS02濃度はその他の月との差が歴然である.

。北京市の主要汚染物の暖房期と非暖房期別のデータに関しては,1999年以降公表されていない
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図 1-5 2002年 における北京市街地区S02濃度の月別変化

S02(mg/Nポ )

0"

02

011

01

0餞

0
1   2   0   4   6   6   7   8   9   10  11   12  月

(出所)郭印誠,膝樹竜「北京市大気汚染総量規制と削減メカニズム研究」より

一方,N02濃度の変化はS02濃度ほど季節性変動が見られないものの,暖房季節のN02濃度は

非暖房季節より高い水準にあることが見て取れる (図 1-6)

N02
瞬

01●

018

Q14

●12

01

0∝

0"

004

0曖

0

図1-6 2002年 における北京市街地区N02濃度の月別変化

(mg/Nポ )

1   2   3   4   5   奪   7   8   0   10  11   12  月

(出所)図 1-5に 同じ
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北京市のN02の主要発生源は自動車の排気ガスであることは事実であるが,冬季暖房期におけ

る石炭燃焼によるN02の排出量も無視できない。N02排出量は自動車保有量の増加に伴って,都

市中心地区のN02濃度は一年を通じて高い水準にあるが,それに冬季暖房季節の石炭燃焼による

排出量を加えると,暖房期のN02濃度はその他の季節より高いことが見られる.

また,PM10の濃度にかんしては,年中高い水準にあるが,暖房期や春の黄砂などが吹く砂塵嵐

季節において,ほかの季節より特に高い濃度水準を示していることが読み取れる 〈図 1-7).

図 1-7 2002年北京市街地区におけるPM10濃度の月別変化

PMlo(mg/Nピ )

07

1,345意 ツ o o lo ll"月

(出所)図 1-5に同じ

以上で述べてきたように,北京市の大気汚染には鮮明な季節変動がある。冬季暖房期の汚染物

の濃度水準はその他の季節に比べると飛び出て高いことがわかる.冬季Frt房期の汚染物の削減は,

汚染物のピークカット効果がはたらき,北京市の汚染問題の深刻な状態を改善することができる

と考えられる

‖ 北京市の大気汚染対策の到達点と課題

2-1 北京市大気汚染対策の取り組み

1998年末,北京市の深刻な大気汚染を抑制するために,北京市政府は大気汚染緊急措置を実行

し,北京市の大気汚染対策の幕が開いた 国務院の批准を経て,北京市政府は,煤煙型汚染, 自
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動車排気型汚染とフライアッシュ汚染など18項目の大気汚染緊急措置を採用した.1999年 2月 15

日に,当初の目標を基本的に達成し,大気汚染の深刻化の勢いを弱めることができた.

この大気汚染緊急措置の成果を強化するために,1999年 3～ 9月 に第2段階の大気汚染措置を

実施し,2010年 まで16段階にわたって一連の大気汚染対策を実施した その後,2011年 には「清

潔空気行動計画2011年措置J,2012年には「北京市2012-2020年大気汚染予防措置J,2013年には

「2013-2017年 清潔空気行動計画」がそれぞれ打ち出され これまでの大気汚染対策をさらに強化

してきた。

大気汚染問題の具体的な対策の内容は,年によって若干違いがあるものの,以下のような大枠

の中で,政策を強化してきた

0)煤煙型汚染対策 :

・小規模な石炭燃焼ポイラー,飲食店などにおける石炭からクリーンエネルギーヘの燃料転換

・石炭ゼロ地区の設置

・石炭の品質規制の導入 :高硫黄炭の使用禁止,硫責や灰分の含有量の高い粗悪炭から低硫黄

炭,無煙炭などの良質炭への使用促進.

クリーンエネルギーヘの転換が実現不可能な1ト ン以上の暖房石炭燃焼ポイラーは低硫炭の

使用と高性能集塵機の設置をし,北京市ボイラー大気汚染物排出基準を達成するように努める。

・20ト ン以上の石炭燃焼ポイラー (全市の火力発電所の石炭燃焼ポイラーを含む)に対して

はオンラインの汚染排出監視測定機器の設置を義務付ける

。排煙脱硫装置の設置 :低硫炭使用できない工業石炭燃焼ボイラーは脱硫装置の設置義務,期

間を設定し,排出基準及び汚染物排出総量削減指標の達成に務める.

・露天バーベーキュの取締・禁止

(2工業汚染対策

・北京市汚染物排出総量削減の排出基準を達しない企業に対して,生産を停止し期間を設け対

策を行うように義務付ける

・高汚染企業の生産停止や市外への移転 :北京市製紙工場 (北京市造妖一

「

),燕山セメント

エ場,国華北京火力発電所など汚染企業に対して生産停止や移転.

・低効率・高汚染の生産技術・設備や製品の洵汰

・重油からの脱硫化 :重油ボイラーには高性能脱硫剤の使用など

・火力発電所の排煙脱硝装置の設置,粉炭炊きボイラーにはすべて低窒素バーナーを設置

③ 自動車排気汚染対策

。自動車汚染物排出基準を厳格化

・使用車の基準達成改造・洵汰
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経済研究18巻 3号

・天然ガス公共自動車の拡大

141フ ライアッシュ汚染対策

・緑化責任書の契約 :関係機関・事業単位・個人企業に対して “門前三包"(清潔秩序的,環

境衛生的,緑化義務),住居団地,庭国の緑化を義務付ける.

・建築工地,道路,水利工事の施工,運搬車輌の防塵対策の監督強化

・裸露地面対策,山積みそのまま放置される原料・原炭・炭灰の防塵対策の監督強化

・植林・緑化面積の拡大

これらの対策の成果として,第 1章で見てきたように各汚染物質の濃度の低減,空気の質の改

善,オ リンピック基準を満たすという目標の達成,北京に青空を取り戻したことがあげられる

これには上記の一連の継続的な対策に加え,オ リンピック前後の一時的な措置が重要な役割を果

たした。

オリンピック開催期間中,大気の質がWHOの ガイドライン基準値を満たすために,北京市政

府は天津市,河北省,内モンゴル自治区,山西省と連携対策を実施した。オリンピック大会開催

直前に,北京市政府は環境緊急事態対応計画を実施し,さ らに105の重度汚染企業やその生産プロ

セスの一時停止を実施した。天津市では14の汚染企業の生産一時停止,河北省の164の汚染企業に

対して排出削減や生産削減,そ して山東省,山西省および内モンゴル自治区については重度汚染

企業の一部の閉鎖が実施された。 また大会開催期間中において,北京市内での「黄標車」(黄色ラ
ベルの車)の走行禁止,ナ ンバープレートによる車両乗り入れ規制,土木工事やコンクリート打

ちなど建築現場の作業中止,重度汚染企業の一時閉鎖・生産削減・生産中止が実施された

しかし, これらの一時措置はオリンピック終了後,一部 (ナ ンパープレートによる車両乗り入

れ規制)は継続されたものの,基本的には解除された.オ リンピックその後,北京市の大気の質

をいかに確保していくのか多くの関心が寄せられた.2013年 1月 ,北京を含め中国の多くの地域

が深刻な大気汚染に悩まされた.北京市の大気汚染がなぜこれほど深刻になったのか,それとも

単なる深刻な状況が表面化しただけなのか。これまでの大気汚染対策を検証していかなければな

らない.

中国科学院の研究によると,石炭燃焼と自動車は北京市汚染の主要元凶である 北京市大気汚

染を分析するにあたっては,自動車の急増にともなう頭著になってきた自動車排気汚染に関する

分析はきわめて重要であるが,本稿では紙幅の関係上,分析対象を煤煙型汚染に絞り,北京市の

石炭燃料のクリーンエネルギー転換に焦点をあてて分析を進める.

以下では,北京市がこれまで実施してきた石炭燃料の天然ガスなどのクリーンエネルギー転換

政策の経緯を概観したうえで,実施過程における問題点及びその効果にについて考察したい.
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2-2 石炭燃料のクリーンエネルギー転換の経緯

北京市に2。・いては,発電所を含む工業だけではなく市民の生活,特に冬季暖房に大量の石炭が

利用されている 石炭の燃焼による大気汚染問題を抑制するために,北京市政府は石炭燃料の天

然ガスなどクリーンエネルギーヘの転換政策を実施してきた.石炭燃料のクリーンエネルギー転

換の原則は,茶炉・かまどからスタートし,汚染総量が大,比較的に改造しやすい小規模ポイラー

から,数量は少ないが,改造難度大の大規模ボイラーヘ,市街地中心エリアから郊外地区へと,

できるところから順に実施することである クリーンエネルギー転換方式は,大 きくわけると2

つある。 ひとつは「煤改電」方式,すなわち石炭から電気への燃料転換である 市街地中心エリ

アにおいて,石炭から天然ガスヘの転換が困難な地域の平屋住宅における暖房石炭利用に対して,

これまでの「小煤炉J⑫から電気暖房に転換する. もうひとつは「煤改気」方式,すなわち石炭

から天然ガスヘの燃料転換である。工業 (発電を含む)用石炭燃焼ポイラーと地域集中暖房の石

炭燃焼ポイラーについて,ポイラーの燃料を石炭から天然ガスヘ転換する.

0)「煤改電」プロジェクト

「煤改電Jプロジェクトは,北京市の市街地中心エリアのうち,天然ガス暖房への転換が歴史的

な要因で不可能な区域を対象に, これまで「小煤炉」で暖房を取っていたのを電気暖房へ転換す

る事業である 北京市の「煤改電Jプロジェクトは2001年からスタートした。 まずは市街地中心

部にある「文保区」(文化保護区め の平屋住宅を対象に「小煤炉Jの電気暖房への転換から着手した。

北京市環境保護局によると,2001年市街地中心エリアの「文保区Jの基礎施設条件と文化保護

の要求に基づいて,北京市,区政府の関連部門の厳選のもとで,「蓄能式」(エネルギーを貯蔵でき

る)電気暖房を主要暖房方式への改造を決定した.“先拭点,再示疱,后拡大"(ま ず試す,次に模

範モデルを示す,最後に拡大)と いう漸進的な改造方式を導入された。

2001年から2007年の「煤改電」プロジェクトの実際の効果を参考に,2008年初め,北京市委員

会,市政府が2年間をかけて「文保区J内の平屋住宅にたいして,冬季暖房の燃料を全面的に石

炭から電気に換える目標を示した 2009年末まで累計16万戸の平屋住宅の冬季暖房燃料を石炭か

ら電気への転換が完了し,北京市市街地中心エリアの「文保区」内の「煤改電」プロジェクトが

基本的に完成された.

2010年からは「煤改電」プロジェクトの範囲を,市街地中心エリアの「文保区」から市街地中

心エリアの東城区,西城区の中にある「非文保区」(文化保護区域として指定されていない区域)

に拡張した。一部クリーンエネルギー供給の条件が完備し,かつ都市計画の中で「保留Jと分類

め「蜂寓煤J(蜂の巣の形をした石炭の塊、練炭)を使った家庭用の小型のコンロ。これで曖をとったりお湯を沸
かしたりする。
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される平屋と簡易楼
⑮に対しては,冬季暖房燃料のクリーンエネルギー転換事業をスタートした゛.

これまでの電気暖房を中心としたものから,条件に応じて,壁掛式ガスポイラー個別暖房供給や

地域集中暖房供給方式の多様化方式を採用された.例府の統計によると,2012年末まで,累計20

万戸の市街地中心エリアの住宅がクリーンエネルギー暖房に変えた

12)「煤改気」プロジェクト

「煤改気Jプロジェクトとは石炭燃焼ポイラー燃料の石炭から天然ガスヘの転換事業である.

1998年からスタートし, まず,最初に実施されたのは茶炉や大かまどの改造である。次に20ト ン

以下の小規模石炭燃焼ボイラー,最後に20ト ン以上の大規模石炭燃焼ポイラーヘと順に拡大した.

オリンピックが行われる2008年以前は,市街地区内の大量の小規模石炭燃焼ポイラー室の改造

を中心に行った。そのうちの一部は取り壊され 一部は大規模ポイラー室へ,残 りの一部は天然

ガスヘの転換を通じて改造を行った.2007年 までは,「IIn六区」(市街地 6つの地区)において16

万台の20ト ン以下の石炭燃焼ポイラーを改造した.

オリンピック開催された後は,20ト ン以上の大規模ポイラー室の改造に移った。ボイラー室の

規模が大きくなるにつれ改造の難度が大きくなる.石炭燃焼ポイラーと天然ガス燃焼ポイラーの

原理が違うため,ボイラーと煙突をすべて取り壊してから,再度建て替える必要があるため,改

造というより再建といってもいいほどの大変な作業になるという

政府統計によると, これまで44万戸の石炭燃焼かまどを淘汰し,17万台の石炭燃焼ポイラー

のクリーンエネルギー改造を完成した。

2-3 クリーンエネルギー利用の促進策

北京市政府は,石炭から天然ガスなどクリーンエネルギーヘの燃料転換を促進するために,以

下のような補助金政策を実施してきた.

① 電気料金に関する劇吋補助

個別暖房の電気暖房利用に関する政府の補助政策の一つは電気料金補助である。 まず,暖房
期において電気暖房利用住宅に対して,夜間 (夜22時から翌朝 6時までの間)の電気料金は03

元/KWhを適用させ,通常料金の04883元/KWhよ り低く設定されている。 しかも暖房機器
のみではなく,すべての家電に適用されることになっている。次に,暖房期が終了後,暖房期

間に実際に利用した電気の量 (暖房期夜22時から翌朝 6時の間)に対して02元/KWhの政府

補助が申請に基づいて支払われる。ただ利用した電気の量が一定量以上 (電気暖房を利用して

∞1960～ 70年代に建てられた古い共同住宅ビル キッチンやトインが共同使用
02010年 の 喫畑鮮

『

事業の内訳は,電気暖房供給の平屋11万戸,壁掛式ガスポイラー個別暖房供給家庭約400
戸,区域集中暖房供給は43棟簡易楼1800戸である
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いる証明となる)であることが補助条件となっている 以上のような2つの補助金政策を合わ

せると,暖房期電気暖房の夜間電気料金は実質上01元 /KWhに なる 通常料金よりはるかに

やすいことがわかる

② クリーンエネルギー暖房利用に関する補助金政策

2006年発表の「北京市住民住宅クリーンエネルギー個別暖房補助暫定方法」の規定に基づい

て,近年の新築住宅あるいは大気汚染対策統一改造の要求に基づいて,天然ガス,電気などの

クリーンエネルギー利用の個別暖房に転換された既存住宅を対象に,建築面積平方メートルあ

たり15元の補助金を出す このほか,天然ガス価格の上昇に伴う負担増を軽減するために,北

京市政府は天然ガス個別暖房禾U用に対して,暖房期天然ガス使用量820Jを上限とし,立方メー

トルあたり038元の補助金を支払うω.

③ 石炭燃焼ポイラーの「煤改気」プロジェクトに関する補助金政策

2002年に,北京市政府は首都大気環境の質のさらなる改善のため,市政府が各段階の大気汚

染措置における石炭燃焼ポイラーのクリーンエネルギー改造の目標達成を確保するために,「北

京市ボイラー改造補助資金管理方法」を公表し,ポイラー改造の指定会社にたいして改造費用

補助を行うことを決定した.主な内容は以下の通りである。

市の行政機関と市営事業単位がポイラーの「煤改気」プロジェクトを実施し,世銀貸付でポ

イラーを購入する場合,全額市財政支出で運営する事業単位に対してトンあたり23万元の基準

で補助を行う。プロジェクト完了後,市財政評価審議センターの審査結果に基づき,市財政局

が次年度に補助金の清算を行う
m._部
市財政支援を受けている事業単位については通常改造

費用 (ト ンあたり23万元)の半額で補助する 補助資金は市財政局が大気汚染対策特別資金か

ら支出する.

世銀貸付利用でボイラー改造の実施単位のうち,市の自営事業単位,国有企業と各区の行政

事業単位,国有企業に関しては,市財政局はトンあたり25万元の基準で補助を行う.各区のそ

の他の地方単位については,市計委 (現北京発展と改革委員会)によるトンあたり3万元の基

準で補助を行う。

熱供給,電気などその他クリーンエネルギーヘのポイラー改造が本当に必要な会社にたいし

ては,市営 〈全額市財政支出)事業単位は市財政局によるトンあたり35万元の改造費用基準の

80%,一部財政支援の市の事業単位は同改造費用の50%を補助する.各区の行政事業単位や国

有企業について, 1ト ン未満のポイラーに対してはトンあたり25万元, 1ト ン以上のボイラー

に対してはトンあたり55万元の基準で補助を行う

北京市政務情報 (zhenavd bellnggovcn)よ り
あまりがあれば戻してもらう,足 りない部分は追加支払いをする
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2-4 考察

以上,北京市政府がこれまで実施してきた石炭燃料のクリーンエネルギー転換政策の経緯及び

それらの促進策について述べた。 ここでは,ク リーンエネルギー転換過程における問題点及びそ

の効果について考察を行う.

まず,石炭燃料のクリーンエネルギー転換過程における問題点について論じる

(1)リ バウンド問題

すなわち,「煤改電」改造を行つた住民の一部が再び石炭を燃やして暖房を取るという「電改煤」

(電気から石炭へ)問題である その理由は以下の2つを上げることができる.
一つは性能問題である。これは,電気暖房は温かくない,あるいは保温の持続性がないことを

いう 北京市が採用したのは「蓄能式」電気暖房である,すなわち電気料金の安い夜間にエネル

ギーを蓄積し,昼間には電気暖房の電源を消しても蓄熱で温めることができる.建物の保温性間

題と電気暖房の性能問題, また建物の大きさと電気暖房器具の熱供給能力が合わないことが原因

として考えられる. この問題は特に定年退職後の老人家庭や子どものいる家庭など,昼間もずっ

と家にいるので,一日中暖房を使う家庭において多くみられる.

二つは価格問題である.嚇 助金が支給されたとしても,少ない退職金で暮らしている老人

家庭など,昼間の暖房利用が必要な在宅時間の多い家庭は,先ほども述べたような性能問題から

考えると,昼間も電気暖房を利用し続けることによって,高い電気代を払うことになる.少ない

退職金で暮らす人々や出稼ぎなどの貧困層は高い負担となる

以上のような理由で,石炭から電気に転換した家庭が再び石炭暖房を利用することがしばしば

みられる.石炭の消費量がなかなか減らない原因の一つとなる.

0)政策問題

石炭燃料の電気,天然ガスなどクリーンエネルギーヘの転換に関する補助金政策は,石炭から

電気,天然ガスヘの利用促進のために行われるので,電気料金,天然ガス料金を通常よりはるか

に低い料金で設定されている. このため省エネのインセンティプが働かず,電気や天然ガスの消

費量を必要以上に増加させることにつながる. また電気の消費量の増カロは発電の原料が石炭であ

る以上,結果的に石炭の消費量を逆に増加させてしまうという政策の逆効果問題や天然ガス供給

不足問題が生じる。

次に,ク リーンエネルギー転換による石炭消費量およびS02排出量の削減効果について分析す

る.図 2-1は 1985年から20H年 まで,北京市の石炭消費量とS02JF出量の推移を図示したもの

である.1990年代後半から2011年までS02の排出量は大きく減少したことがみてわかる.これに

たいして,石炭の消費量はあまり大きな変化がみられない。2002年から2005年までは経済の急成

長に伴って石炭の消費量は増加に転じ,その後緩やかな減少傾向にある.S02の排出量は大きく
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図2-1 北京市の石炭消費量とS02排出量の推移

1995   1997   1999   2001   2003  2005  2007  2009   2011年

一
S02排出量 (万 トン)一 石炭消費量 (100万 トン)

S02排出量は,2011年から統計口径 と計算方法が調整された。
ここでは2011年 のS02消費量は調整前のものに合わせた.
『北京続計年鑑』 と『中国エネルギー年鑑』より作成

1985

(注 )

(出所 )

低下したものの,2010年の石炭消費量は1998年 に比べてほとんど減っていないことは, これまで

の石炭燃料のクリーンエネルギー転換政策によるS02の排出量削減効果はあったが,石炭消費量

の削減効果があまりなかったことを意味するだろうか,以下においてそれについて検討する。

S02排出量=石炭消費量X S02排出原単位 (石炭単位あたりのS02排出量)

この式に従えば,石炭消費量の変化はない場合,S02排出量の削減はS02ツト出原単位の低下に

よって実現される 北京市のS02排出原単位を低下させる要因としては,①石炭の硫黄含有量の

低下と②脱硫率の上昇が考えられる。

1990年代後半から2000年代前半頃までは,脱硫装置の設置があまり普及していなかった時期に

おいては,①の要因によってS02排出原単位の低下をもたらした一番大きいな要因であると推波]

できる.北京市は良質炭の利用促進のため,1998年 に「低硫良質煤及び製品標準Jと いう石炭品

質に関する基準を作成され 硫責含有率が05%以下のものしか使ってはいけないとされる。また

高硫黄炭から低硫黄良質炭への禾U用推進のため,「北京市ポイラー大気汚染物排出標準J,S02排

汚費の引き上げなどの政策も実施された

そして,脱硫装置の設置が普及される2000年代後半ころからは,②の脱硫率の上昇がS02排出

原単位の低下に対して重要な役割を果たしたと思われる.

以上の分析から,S02排出量の削減は,石炭燃料のクリーンエネルギーヘの転換によってもた
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らされたよりも,粗悪炭から良質炭への利用を通じて石炭の硫責含有量の低下および脱硫装置の

普及による脱硫率の上昇によるものだといえよう.

では,石炭燃料のクリーンエネルギーヘの転換による石炭消費量の削減効果はなかったのか ?

2010年における北京市のエネルギー消費量は標準炭換算で6,954万 トン,2000年の同4,14万 トン

に比べて約17倍に増加した。これに対して,エネルギー消費量に占める石炭の割合は,2000年の

54%か ら2010年の約30%に低下した。 この石炭比率の低下は石炭燃料のクリーンエネルギー転換
から,天然ガスなどクリーンエネルギーの消費量の増加によってもたらされたのである.したがっ

て,石炭燃料のクリーンエネルギーヘの転換による石炭消費量の削減効果はなかったというより,

その効果は経済成長にともなうエネルギー需要の増加によって打ち消されたのである.

Ⅲ 北京市郊外農村地域における冬季暖房による大気汚染への影響

すでに述べたように,北京市政府が長年にわたって取り組んできた様々な大気汚染対策は,北

京市空気の質の向上には一定の成果を遂げている 統計データを見る限りでは煤煙型汚染は大分
改善され,北京市空気の質は年々改善されてきた。 しかし北京市の大気汚染問題の実態はいまだ
に深刻である.北京市大気汚染に関しては,一般的に暖房季節の空気の質は非暖房季節より悪い。

2013年 1月 に起こったような重度汚染の日は冬季暖房季節において多発する傾向があることから,

冬季暖房季節における煤煙型汚染は依然として深刻であることがいえる.

都市部の暖房利用の汚染対策に関しては,前述したとおり,「煤改電J,「煤改気」といったタリー

ンエネルギー転換事業を通じて,都市部における暖房燃料は基本的に石炭から天然ガス,電力な

どへ転換された.しかし,郊外農村地域の住民の冬季暖房期における石炭燃焼による汚染対策は

ほとんど取り組んでこなかった。北京市の郊外農村地域には都市部のような集中暖房システムが

普及されておらず,冬季暖房の燃料はいまだにほとんど石炭に頼っている。実は,郊外農村地域

の暖房用石炭はどのくらい利用されているのか,正確な統計はない.以下においては, まず北京

市郊外農村地域における冬季暖房の石炭消費量の算出を試みる.次にそれによる北京市大気汚染

への影響について考察する 最後に郊外農村地域の住民の冬季暖房利用における問題点を明らか

にしたい.

3-1 暖房石炭消費量の算出

北京市郊外地域の農民の主要エネルギー源は石炭,LPガス,太陽エネルギーである.LPガス

は価格が相対的に高く,一般的に冬季以外の季節における炊事用エネルギーとして利用される

太陽エネルギーは一般的にシャワー用エネルギーとして利用される。そして冬季暖房季節におけ
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る炊事や暖房のエネルギーは基本的に石炭に依存している.北京工業大学と北京交通大学の調査

によると,平均住宅面積100ピの農村住宅が一つのIIM期における暖房のために燃やされる石炭の

消費量は約 3～ 4ト ンである・

以下,郊外農村地域暖房期石炭消費量の算出方法について説明する。

まず,北京市郊外農村地域の住宅総面積 (=総人口×一人あたり住宅面積)を求める

北京市統計局のデーダ によると,2012年末北京市農村常住人口は2856万人,一人あたりの農

村住宅面積は4908Jである。単純に計算すると,北京市郊外農村地域住宅の総面積は約1402百万

nfに なることがわかる

次に,郊外農村地域暖房期石炭消費量を求める

農村住宅一戸あたりの平均住宅面積を100ポ と仮定する 上で求めた北京市郊外農村地域の住宅

総面積を用いて計算すると,農村地域住宅総戸数は約1402万戸となる。そして一戸 〈100鷹)あ

たりの農村住宅の暖房用石炭消費量を乗じれば,農村地域暖房期石炭総消費量を求めることがで

きる

ここでは北京工業大学と北京交通大学の調査結果を参照にして, 3つのケースに分けて,それ

ぞれのケースについて暖房用石炭消費量を算出する。ケース 1はひとつの暖房季節における農村

住宅一戸あたりの暖房石炭消費量は3ト ン,ケース2は同35ト ン,ケース3は同4ト ンとする

計算した結果は表3-1に示した。ケース1の場合,北京市郊外農村地域の暖房期石炭消費量

は約421万 トン (標準炭換算約300万 トン)である これは2012年北京市の石炭総消費量 (約 2,300

万トン)の約183%に相当する。そしてケース2と ケース3の場合は,農村地域の暖房期石炭消

費量はもっと多くなり,それぞれ爛1万 トン (標準炭換算350万 トン),561万 トン (標準炭換算401

万トン)に上る.それぞれ北京市の石炭総消費量の約213%,244%を 占めることになる.

以上の計算結果から分かるように,北京市農村地域の冬季暖房に利用される石炭の消費量は全

体の約 2割を占め比較的に多い また農村地域の暖房に使われる石炭のほとんどが処理を行われ
ていない原炭であり,かつ 8割以上が硫責や灰分の含有量の多い粗悪炭であるため,農村地域の

冬季暖房石炭の燃焼による排出される汚染物の排出量は,北京市都市部の同量の石炭利用よりも

多くなることと推測されよう

以下,農村地域暖房石炭の燃焼による排出されるS02,煙塵,NOxの それぞれの排出量はどの

くらいなの,大まかな計算をしてみよう.

m際鷺 (2009)を 参照
⑩「北京市2012年国民経済と社会発展統計公報」北京統計情報網
httpノハ碑WbJStats go■黎、Wgb7tJgb7ndgb72013027t2013020■ 243837 hmよ り
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表3-1 北京市郊外農村地域における暖房期石炭消費量,汚染物排出量及び暖房費用の推算

ケース1 ケース2 ケース3

住宅一戸 (100m2)ぁたり暖房石炭消費量 (ト ン) 3 4

2012年末農村常住人口 (万人) 2856

人当たり農村住宅面積 (m2) 4908

農村地区住宅総面積 (万 m2) 14017

農村地区暖房石炭消費量 (万 トン)
421 491

標準炭換算 350 401

農村地区暖房期汚染物排出量 (万 トン)

S02 606

煙塵 146

NOx 000

石炭価格 (刑トン)
粗悪炭

良質炭

住宅一戸あたり暖房費用 (元 )
粗悪炭 2,400

良質炭 3,900 4550 5,200

住宅面積lm2ぁ たり暖房費用 (元 )
粗悪炭 %

良質炭 46

(注)汚染物排出量は表3-2の 2005年の汚染物排出係数を用いて計算
(注)石炭価格はネット情報より

3-2 SOら 煙塵,NOxの排出量の算出

北京市郊外農村地域暖房石炭利用によって排出される汚染物の計算式は以下のとおりである.

汚染物のυF出量‐石炭の消費量×汚染物排出係が

石炭の消費量は上で算出した結果を利用する. しかし,石炭燃焼の汚染物排出係数のデータは

利用できるものがない.

ここでは,比較的に入手しやすい全国火力発電の関係データを用いて,火力発電所の石炭燃焼

の汚染物排出係数を算出する.具体的には中国電力企業連合会 (2011)及ぴ中国電力網などのネッ

ト資料から得られた発電石炭消費原単位 (発電単位あたりの石炭消費量)と発電汚染物排出原単

位 (発電単位あたり汚染物の排出量)のデータを用いて,汚染物の排出係数を算出する.その結

果を表3-2に示した.

計算結果によると,2005年火力発電所のS02,煙塵,NOxの それぞれの排出係数は0017&

00049,00097である.2010年の同係数はそれぞれ0.0081,00015,00078と なり,2005年に比

べて特にS02の排出係数と煙塵の排出係数が大きく改善されたことがわかる。2005年時点にあま

り導入されていなかった脱硫装置が2010年には急速に普及したからだと考えられる.

また火力発電にかんしては石炭品質や汚染物排出基準が設定されており,一方北京市農村地域

“
石炭消費単位当たり排出される汚染物の量のことを指す
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表3-2 中国火力発電の石炭による汚染物排出係数の算出

2005 2010

火力発電石炭消費原単位 (標準炭換算 :g/kllh) 370 333

火力発電S02排出量原単位 (g/kwh) 64

火力発電煙塵排出原単位 (g/kwh) 18 05

火力発電NO」卜出原単位 (g/kwh) 36 26

S02排出係数 00173 00081

煙塵排出係数 00049 00015

NOx排出係数 00097 00078

(出所)中国電力企業連合会 (2011)と 中国電力網などのネット資料より作成
(注) 火力発電所は発電設備容量6,000k、v以上のものである
(注) 各種汚染物の排出係数は,石炭 (標準炭換算)燃焼単位当たりの各種汚染
物の排出量である 石炭消費原単位と汚染物排出原単位より筆者推算.

の石炭利用に関する石炭品質や汚染物排出基準の規定はない 農村地域のほとんどが高硫黄高灰

分の粗悪炭を利用しているため,汚染物排出係数は2005年の火力発電の排出係数よりも大きいと

推測される。

過小評価とはなるだろうけど, ここでは2005年の火力発電所の汚染物排出係数を用いて,北京

市農村地域の冬季暖房石炭燃焼による汚染物排出量を算出した (表 3-1).

以下において,算出した汚染物の結果を用いて,郊外農村地域暖房石炭燃焼による北京市大気

汚染への影響について考察を行う.

最も低 く見積もったケース 1の場合を見てみると,北京市郊外農村地域の暖房石炭によるS02

の排出量は520万 トンであり,2012年の北京市のS02総排出量 (938万 トン)の約55%を占める

煙塵の排出量は146万 トンであり,同北京市の煙粉塵総排出量 (668万 トン)の約22%,そ して

NOxの排出量は292万 トン,同北京市のNOx総排出量 (1775万 トン)の約16%に相当する 北

京市 “12・ 5"時期環境保護と建設計画において,2015年北京市S02の総排出量は2010年に比べ

134%(肖J減目標量 :1衝 トン)削減の日標が設定されている。 これに対してひとつの暖房季節

で郊外農村地域の暖房石炭利用から排出されるS02は 520万 トンであるから,その27%削減でき

れば,北京 “12・ 5"計画の 5年間削減日標を達成できてしまう.

このように,郊外農村地域住宅暖房の石炭燃焼による汚染物の排出量が相当大きく,そ の削減

効果も大きいことがわかる.北京市都市部住民の人口は全人日の86%を占める。 しかし都市暖房

燃料の石炭から天然ガスなどのクリーンエネルギーヘの転換など, これまで北京市政府は都市暖

房の汚染削減にいろいろな対策を取 り組んできた結果,都市暖房のS02排出量は年々減ってきた

これにたいして,農村地区の暖房に依然として大量の粗悪炭をオU用 しており,上でみてきたよう

に汚染物排出量も相当多い。北京市空気の質に与える影響が大きいと思われる
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郊外農村地域の冬季暖房石炭燃焼による汚染物の削減が今後北京市大気汚染の質の改善に大き

く貢献できると期待できる

3-3 暖房費用と貧困格差問題
まず,北京市郊外農村地域の暖房費用はどのくらいかかっているのかを見てみよう

現在,北京市の一般炭の価格は800～ 1,000元,品質の良い無煙炭になると価格はより高く1,200

～1,300元 ぐらいといわれるの。ここでは,粗悪炭の価格を800元 とし,良質炭の価格を1,300元 と

する。 これを用いて計算した北京市郊外農村地域の暖房費用は表3-1の示す通りである。
表 3-1に よると,粗悪炭を利用した場合,住宅―戸 (10011f)あ たりの暖房費用は2,400～

3,200元 ,住宅面積平方メートル当たりのコストに換算すると,24～32元になる そして良質炭を
利用した場合は,住宅一戸あたりの暖房費用は3,900～ 5,200元 ,住宅単位面積の暖房費用は39～

52元に上る.

北京市統計局のデータによると,2012年に北京市農村住民の一人当たり平均純収入は16,476元

である。北京市農村住宅一戸当たり平均人口を248人で計算すると,一戸当たりの年間総収入は

約40,860元である 月平均収入に直すと約3,405元 となる 一つの暖房季節の期間は4カ月である
ため,農村住宅の一戸当たり暖房期総収入は約13,620元である これに対して,粗悪炭利用の暖
房費用は2,400～ 3,200元 である.暖房期総収入の約176～ 235%を 占める。もし良質炭利用の場

合,暖房費用は3,900～ 5,200元に上昇し,暖房期総収入の約286～382%と いう高い割合を占め

ることになる このように北京市農村住宅の冬季暖房費用は農村住民の生活への影響は相当大き
い,農民の実際の生活レベルの向上に支障を与えるといえよう。

次に,農村住宅の暖房費用と都市部住民の暖房費用と比較してみよう 表3-3は北京市都市
住民の暖房価格を示したものである 北京市が提供する集中暖房の場合は建築単位面積当たり24

元,石炭燃焼ポイラー暖房の場合は同165～ 19元,天然ガス (石油,電気)ボイラー暖房の場合

は同30元である これに対して農村住宅の粗悪炭利用暖房の場合は24～32元,良質炭利用暖房の

場合は39～52元に上る.農村住宅の暖房費用の方が断然高いことがわかる

図3-1は北京市都市住民の一人あたり可処分所得と農村住民の一人あたり純収入を示したも

のである 一見して明らかなように,1990年に両者の格差はほとんどないが, その後格差がどん
どん広がり,2012年には2倍以上の格差がある.

このように,都市住宅の暖房費用は農村住宅より低いだけではなく,市政府から多くの住宅暖

“
ネット資料より
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表3-3 北京市都市住民暖房価格
単位 :Fm2(建築面積)

供給方式 住民 非住民

市集中暖房 24

42石炭ボイラー
直接供給 165

間接供給

天然ガス (石油、電気)ボイラー 30

(出所)首都の窓HP(zhen♂ vu beJing govcn)よ り作成

図3… 1 北京市住民の一人あたり所得
75
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(出所)『2012年北京市統計年鑑』より作成

房手当を受けている これに対して農村住宅の暖房費用は高く,市政府からの暖房手当もない.
これは,実質上都市部と農村部との間の格差をさらに拡大させることになっている。

3-4 対策

以上でみてきたように,北京市郊外農村地域では大量の粗悪炭を冬季暖房に利用されている.

それによる汚染物の排出量も非常に多い,北京市の大気汚染の質をさらなる改善するには,農村

地域の粗悪炭の暖房利用を抑制する必要がある しかし,都市部暖房対策のように,平屋の多い

農村郊外地域にまで市政府の集中暖房というシステムを張り巡らせるのも,天然ガスの導管を個々

の農家まで引きいれ,暖房燃料の粗悪炭から天然ガスなどのクリーンエネルギーヘの転換は短期

的には非現実である 郊外農村地域の暖房汚染を比較的低コストで削減できる対策として,粗悪

炭から良質炭への使用転換を上げられる.

北京市の石炭のほとんどが山西,河北地域から運ばれている 平均硫黄含有量は1%前後,高

…
農村住民一人あたり純収入
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いのは2～ 3%に上る.仮に郊外農村地域の暖房燃料用石炭の硫黄含有量が平均の1%であると

しても,北京市石炭製品基準の05%以下の良質炭に転換することができれ峙 S02の排出量は半

減となる。また,硫黄含有量が2～ 3%の石炭を使っている場合は,同05%以下の良質炭に転換

すると,S02のJF出量は転換前の1/4～ 1/6に減少する計算となる.

北京市は低硫低灰良質炭の使用を推進するため,「北京市石炭品質」や「ポイラー大気汚染物排

出」に関する地方基準を制定されている
。
主 しかし, これらの政策は,粗悪炭に頼らざるをえな

いお金のない貧困家庭や郊外農村地区に暮らす人々や小規模工場についてはあまり効果がない.

根底にあるのは貧困問題,格差問題である このため,政策効果をあげるためには,短期的には

政府の価格補助によって,良質炭を貧困層の人々も利用可能な価格にし,そのうえ,良質炭の供

給ルートを確保してあげることが大事である.

長期的には,環境税などを導入して,環境への汚染物排出に対する支払いをエネルギー価格に

反映させ,適正なエネルギー価格を用いて,価格メカニズムを通じて省エネや汚染物の削減を実

現していくことが重要である。当然貧困問題を解決されることが重要となる.

おわりに

北京市の大気汚染問題は,1980年代まではS02や TSP等に代表される典型的な「煤煙型汚染」

から,1990年代は自動車排気ガス起因の移動型汚染をくわえ,「煤煙型+自動車排気型」という

「混合型汚染」へ,2000年以降はPM10,PM2 5に代表される粒子状物質汚染が顕著になり, より

複雑な「複合型汚染」に変遷した。

第 1章では,北京市大気汚染問題の現状と特徴を分析し,以下のような2点を明らかにした。

①汚染物の総排出量は依然高く,改善の余地が多いこと.北京市は1998年から2012年まで,汚染

物濃度は低下し大気の質が連続14年の改善を実現したものの,東京と比べると大気汚染のレベル

は依然として高く,今後さらなる改善が必要とされる。②季節性変動が鮮明であること,一般的

に冬季暖房期はその他の季節に比べて汚染物 (特にS02)の水準が圧倒的に高い。これは冬季暖

房期において北京市はいまだに多くの石炭が暖房燃料として燃やされているからである.冬季暖

房期の石炭燃焼による煤煙型汚染は依然として深刻であることを明らかにした.

第 2章では,北京市の大気汚染対策のうち,特に石炭燃料のクリーンエネルギー転換政策を中

心に取り上晩 政策の効果と問題点を明らかにした。煤煙型汚染を抑制するため,北京市政府は

●19987北京市はS02抑制地区として指定され、S02汚染状況を改善するために、低硫低灰の良質炭の使用を推

奨してきた。そのために、1998年 7月 23日 に「低硫炭及び製品」に関する地方基準を発表し、石炭の使用につい

て監督管理を行う。また19%年11月 6日 に「ボイラー室大気汚染物排出基準」を発表。硫黄含有量が05%以下の
良質炭の使用を規定。
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これまで低硫責低灰良質炭の使用促進,石炭燃料の天然ガスなどクリーンエネルギーヘの転換な

ど一連の対策を実施してきた。S02の排出量削減は全国においてもトップレベルの成果を実現し

た 特に高硫黄粗悪炭から低硫黄良質炭への利用促進によって暖房石炭の硫黄含有量の低下と,

脱硫設備の普及によって脱硫率の上昇がS02の排出量削減において重要な役割を果たした 暖房

燃料の石炭から電気,天然ガスなどクリーンエネルギー転換政策は,天然ガスの利用率の向上,

石炭の利用率の低下をもたらしたが, しかしその効果は,経済成長や都市化によるに人口の増加

などから生じるエネルギー需要増によって打ち消され,2010年石炭の消費量は1998年 に比べてほ

とんど変わっていないことがわかった。 これはまさに政策の限界といえよう。

また政策実施過程において以下のような問題点があることを明らかにした まず, リバウンド

問題である。暖房性能や価格の理由から,暖房の石炭利用から電気暖房への改造を行った住民の

一部が再ぴ石炭を燃やして暖房を取るという「電改煤J(電気から石炭へ)現象かしばしば生じて

いる。次に,政策問題である.補助金政策は省エネのインセンティプが働かず,電気や天然ガス

の消費量を必要以上に増加させる効果がある また電気消費量の増加は発電の原料が石炭である

以上,結果的に石炭の消費量を逆に増加させてしまう問題や天然ガス供給不足問題がある.

第 3章は, これまであまり重視されてこなかった北京市郊外農村地区における冬季暖房期の石

炭利用が大気汚染の重要な要因の一つである可能性について検討した 以下の3点を明らかにし

た.①冬季暖房石炭利用による汚染物排出量が非常に多い。計算結果によると,郊外農村地域住

宅暖房石炭消費量は北京市石炭消費量の約 2割を占めている.ほ とんどの石炭が高硫黄粗悪炭の

ため,暖房石炭利用による排出される汚染物の量は北京市総排出量に占める比率は,低 く見積っ

てもS02排出量は約55%,煙塵の排出量は約22%,NOxυ卜出量は約16%に上る.郊外農村地域の

暖房石炭利用が北京市大気汚染への影響が無視できない。②農村住宅の暖房費用は高く,都市住

民との貧困格差の拡大の要因であること。③汚染削減の対策として,粗悪炭から良質炭への転換

が有効であること ただ,実効性を保障するためには,政府による価格補助を通じて,良質炭を

貧困曾の人々も利用可能な価格にし,そ のうえ,良質炭の供給ルートを確保してあげることが大

事である.ただし,長期的には,やはり環境税などを導入して,環境への汚染物排出に対する支

払いをエネルギー価格に反映させ,適正なエネルギー価格を用いて,価格メカニズムを通じて省

エネや汚染物の削減を実現していくことが重要である

最後に本稿の課題について言及する。本稿では北京市を限定して大気汚染問題について考察を

行ったが,微粒子汚染の原因が複雑で,空気中微粒子が長期間滞留し,長距離移動する特徴から

考えると, もはや一地域だけでの問題ではない.北京市周辺地域との連携対策を実施することが

重要である.また, 自動車汚染対策に関する検討はきわめて重要であるものの,紙幅の関係で本

稿では論じることができなかった.これらについては今後の課題として稿を改めて論証したい.
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